
  

 

 

 

 

第五次丸亀市行政改革プラン 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和４年３月 

丸 亀 市 

 

 

 

資料２ 



  

目   次 

１．これまでの行政改革の取組 ………………………………………………………1 

  （１）第一次行政改革………………………………………………………1 

（２）第二次行政改革………………………………………………………1 

（３）第三次行政改革………………………………………………………2 

（４）第四次行政改革………………………………………………………3 

２．第五次行政改革に当たっての課題 ………………………………………………4  

（１）持続可能で安定的な行財政基盤の構築……………………………4 

（２）行政のデジタル化……………………………………………………4 

（３）市民等と行政との協働によるまちづくり…………………………4 

（４）ＳＤＧｓの推進………………………………………………………5 

３．本市の状況 …………………………………………………………………………6 

（１）人口の推移と将来予測………………………………………………6 

（２）財政の状況……………………………………………………………7 

（３）職員の状況……………………………………………………………9 

（４）市民アンケートの結果 ……………………………………………10 

４．第五次行政改革プランの基本事項 …………………………………………… 12 

（１）行政改革の方針 ……………………………………………………12 

  （２）３つの分野からの行政改革の推進 ………………………………12 

  （３）計画期間 ……………………………………………………………13 

    （４）進行管理 ……………………………………………………………13 

５．施策体系……………………………………………………………………………14 

６．個別の取組…………………………………………………………………………15 

   1.業務改善による生産性の向上 ………………………………………15 

     （1）業務のデジタル化………………………………………………15 

     （2）窓口改善…………………………………………………………18 

        （3）組織の最適化……………………………………………………20 

     （4）人材の確保と育成………………………………………………21 

     （5）働き方改革………………………………………………………23 

    2.民間活力の効果的な活用…………………………………………… 24 

      （1）情報の発信と共有の推進………………………………………24 

      （2）市民・地域との連携の推進……………………………………25 

     3.持続可能な財政基盤の確立………………………………………… 28 

       （1）健全財政の推進…………………………………………………28 

      （2）受益と負担の公平性の確保……………………………………31 

      （3）公共施設マネジメントの推進…………………………………32 

      （4）公営企業等の健全経営…………………………………………33 

７．用語解説……………………………………………………………………………34 

８．資料…………………………………………………………………………………37 



1 

１．これまでの行政改革の取組 

（１）第一次行政改革  平成 17（2005）年度～平成 21（2009）年度  

丸亀市では、平成 17（2005）年 3 月に総務省から示された「地方公共団体に

おける行政改革推進のための新たな指針」を受け、平成 17（2005）年度を起点

として５か年を計画期間とする「第一次行政改革大綱」と、具体的な実行計画で

ある「集中改革プラン」を策定しました。 

 

第一次行政改革においては、財政健全化を当面の最重要課題と位置づけ、全庁

を挙げて、歳出の抑制と歳入の確保に努め、財政再建を進めました。その一方で、

指定管理者制度※の導入や市民参画・協働システムの構築など新たな市政運営の

仕組みづくりに取り組んだ時期でもありました。 

その結果、100億円以上の歳出削減と、未利用財産の売却や使用料などの見直

しにより、20億円を超える歳入を確保し、120億円を超える行財政改革の効果を

挙げることができました。 

 

また、人事考課制度や行政評価制度等の導入による行政組織の体質改善や持

続可能な行政システム基盤の構築を図るとともに、自治基本条例や協働推進条

例の制定により、市民の市政への参画機会の提供と協働の推進に取り組み、今日

の丸亀市の土台づくりをすることができました。 

 

（２） 第二次行政改革  平成 22（2010）年度～平成 26（2014）年度  

第一次行政改革の５年間で本市の財政状況は最悪の状況を一応は脱すること

ができましたが、学校をはじめとする公共施設の耐震化や防災施設の整備など、

合併特例債により事業を進めてきた部分が大きく、その後の公債費※の増加が避

けられないなど、丸亀市の財政は依然として予断を許さない状況であり、引き続

き財政の健全化に努め、「量的な改革」を行っていく必要がありました。 

一方、地方分権の進展や、住民ニーズの多様化など、新たな行政課題や地域の

実状に応じたサービスの展開が求められるようになり、従来の「量的な改革」に 

 

 

※指定管理者制度／公の施設の管理・運営を、ＮＰＯ法人や民間事業者等に包括的に委任することがで

きる地方自治法の制度。 

※公債費／地方公共団体が発行した地方債の元金の返済や利子の支払いなどに要する経費。 
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加え、行政サービスの生産性や市民満足度の向上といった「質的な改革」も行政

改革で取り組むべき根幹として新たに加え、「さらなる市民サービスの向上」と

「持続可能な行政システムの構築」を基本目標に、平成 22（2010）年度からの

５か年計画として第二次行政改革の取組を進めました。 

 

第二次行政改革の主な成果としては、「量的改革」において、定員適正化や業

務の民間委託、制度の見直しなどによる歳出抑制効果が約 16億円、競艇事業か

らの繰入金や未利用財産の売却、貸付、あるいは広告事業などにより歳入確保効

果が約 24億円と合計約 40億円の成果を挙げました。 

また、「質的改革」の面では、市税等のコンビニ収納や水道お客様センター設

置などによる利便性とサービスの向上に努める一方、広報紙のカラー化による

分かりやすい情報提供や地域子育て支援拠点事業（ひろば型）や発達障害児支援

などの協働事業の拡大を行いました。 

 

（３） 第三次行政改革  平成 27（2015）年度～平成 29（2017）年度  

第三次行政改革では、第二次に引き続き、健全財政の維持と効率的な行政運営

に努め、量的改革を継続していくために「持続可能な行政システムの構築」を基

本目標の一つに掲げました。 

また、地方分権時代に向けた新たな体制づくりや市民の意見を反映し多様な

市民ニーズに応えていける開かれた行政にしていくために、将来を見据えた質

的な改革として、市民の総合力を結集し、さらに暮らしやすいまちにしていくこ

とを目指すという意味合いから「自治力と市民生活の向上」をもう一つの基本目

標に掲げました。 

そして、この二つの基本目標を達成し、住みよいまちづくりをさらに推進して

いくために、「市民力」「地域力」「行政力」の 3つの力をキーワードとし、平成

27（2015）年度からの３か年計画として第三次行政改革の取組を進めました。 

 

第三次行政改革の主な成果として、「市民力」を発揮できる環境をつくること

では、公共データの２次利用を可能とするためオープンデータ化を始めたほか、

ごみ収集情報のスマホ等アプリ配信、パブリック・コメント※及び公募委員募集 

 

 ※パブリック・コメント／公的な機関が条例や計画などを制定しようとするときに、広く公に（＝パブリック）、

意見・情報・改善案など（＝コメント）を求める手続のこと。 
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の年間予定の公表を始めました。「地域力」を活用することでは、地域担当職員

制度の導入のほか、市有財産・物品等の売却や貸付の実施、民間企業・大学等と

の連携、丸亀ブランドのＰＲ、移住交流の促進に取り組みました。「行政力」を

強化することでは、青い鳥教室の受け入れ拡大や市民意見の集約化を進めたほ

か、国民健康保険税の収納率向上や広告事業による歳入確保、ふるさと納税額の

増大などの成果がありました。 

 

（４） 第四次行政改革  平成 30（2018）年度～令和３（2021）年度  

第四次行政改革では、平成 30（2018）年度からスタートした「第二次丸亀市

総合計画」で示している重点的取組の推進を後押しするために、職員自らの変

革と、業務の改革・改善や効率化に努めるとともに、期間中の新庁舎整備等の大

型プロジェクトの推進を踏まえた財政運営の確立を図っていく必要がありまし

た。そこで、「業務改革」、「市役所改革」、「市民サービスの向上」の３つの分野

から行政改革の取組を進めました。 

 

  第四次行政改革の主な成果として、「業務改革」では、納税環境の整備や滞納

整理、生活再建型の徴収などを進めたことによる市税収納率の向上や、下水道事

業における健全経営推進のため、公営企業会計への移行を行いました。そのほ

か、新庁舎整備の完了により、大手町地区周辺の公共施設に分散していた事務所

機能を集約し、来庁者の利便性向上につなげることができました。 

  「市役所改革」では、階層別研修の実施や他団体への職員派遣の拡充、人事評

価の見直しなどによる職員の意識改革・能力向上に取り組んだほか、事前協議の

徹底などにより審議会等委員の女性登用率向上を進めました。 

  「市民サービスの向上」では、マイナンバーカードを活用したサービスとして、

住民票などについてコンビニ交付を始めたほか、新庁舎におくやみ手続き窓口

を設け、窓口サービスの向上に成果がありました。また、「広報まるがめ」にお

いてオールカラー化やＵＤフォント※の導入を行い、さらに読みやすい紙面とし

たほか、市政情報や観光情報などをユーチューブにより発信するＰＲ動画を定

期的に作成するなど、情報発信機能の強化を行いました。 

 

 

 ※ＵＤフォント（ユー・ディー・フォント）／ユニバーサル・デザインフォント（Universal Design Font）の略。より

多くの人が読みやすく、誤読されにくいよう考慮した書体のこと。  
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２．第五次行政改革に当たっての課題 

（１）持続可能で安定的な行財政基盤の構築 

  人口減少・少子高齢化、個人の生活スタイルや価値観の多様化など、行政を取

り巻く環境が大きく変化しています。そのような中、限られた職員数により、現

在の行政サービスを維持、あるいは向上させるとともに、頻発する自然災害や、

新たに生じる行政課題に的確かつ柔軟に対応するためには、効果的で効率的な行

政運営と、持続可能で安定的な財政基盤の構築が引き続き求められます。 

 

（２）行政のデジタル化 

令和２（2020）年初頭から世界的に流行した新型コロナウイルス感染症の感染

拡大リスクを低減させるため、Ｗｅｂ会議※やテレワーク※、電子申請、ＳＮＳ

※を活用したサービスなどが急速に普及し、行政のデジタル化への要請が高まり

ました。 

国においては令和３（2021）年９月にデジタル庁が新たに設置されるなど、社

会全体のデジタル化が進められようとする中、地方自治体においても、効果的で

効率的な行政運営を実現させる有効な手段の一つとして、これまでのやり方を

見直し、デジタル化を進めていく必要があります。 

 

（３）市民等と行政との協働によるまちづくり 

 多様化・複雑化する地域課題の解決のためには、地域の事情に詳しく、専門的

な技術や知見、豊富なネットワークなどを持つ市民や事業者、専門家などの様々

な方の力がますます必要となっています。そのため、市民等と行政とが情報共有

を行いながら、協働によるまちづくりを一層推進していく必要があります。 

 

 

 

 

 

 

※Ｗｅｂ会議（ウェブ会議）／インターネットを活用して画像や音声を共有しながら行う会議。 

※テレワーク／情報通信技術を活用した、場所や時間にとらわれない柔軟な働き方で、在宅勤務、移動

中（先）のモバイルワーク、本社以外に設置するサテライトオフィスなどを含めた総称。 

※ＳＮＳ（エス・エヌ・エス）／ソーシャル・ネットワーキング・サービス（Social Networking Service）の略。イ

ンターネット上で、社会的ネットワーウを構築し、人と人とのつながりを促進するサービスのこと。 
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（４）ＳＤＧｓの推進 

  2030 年の達成を国際社会共通の目標とするＳＤＧｓの取組が、企業や大学、

地域社会をはじめ、様々なところで広がりつつあります。地方自治体の各種事業

にも、ＳＤＧｓ達成に向けた貢献という観点を取り入れ、市民や事業者とともに

具体的な取組を進めていくことが求められています。 

 

 

 《ＳＤＧｓ（エス・ディー・ジーズ）とは》 

「持続的な開発目標」（Sustainable Development Goals）の略。世界的に直面

している環境問題、貧困、人権課題などに対して、誰一人取り残さない、持続可

能な社会を実現していくために、世界中のすべての人々で 2030年までに達成を

目指す国際社会共通の目標（次の 17の目標）のことです。 

 

         

 

 

        

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 貧困をなくそう 

３ すべての人に健康と福祉を 

５ ジェンダー平等を実現しよう 

７ エネルギーをみんなにそしてクリーンに 

９ 産業と技術革新の基盤をつくろう 

11 住み続けられるまちづくりを 

13 気候変動に具体的な対策を 

15 陸の豊かさも守ろう 

17 パートナーシップで目標を達成しよう 

２ 飢餓をゼロに 

４ 質の高い教育をみんなに 

６ 安全な水とトイレを世界中に 

８ 働きがいも経済成長も 

10 人や国の不平等をなくそう 

12 つくる責任つかう責任 

14 海の豊かさを守ろう 

16 平和と公正をすべての人に 
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３．本市の状況 

（１）人口の推移と将来予測 

  国勢調査によると、本市の人口は平成 22（2010）年の 110,473 人をピークに

ゆるやかな減少が続いており、令和２（2020）年の人口は 109,513人でした。 

人口を年齢３区分別で見ると、年少人口（15歳未満）、生産年齢人口（15歳～

64歳）が減少する一方で、老年人口（65歳以上）は増加し、少子高齢化が明ら

かになっています。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

国立社会保障・人口問題研究所（社人研）が平成 30（2018）年３月に公表した

人口推計では、本市の人口は令和 22（2040）年に 99,027人になると予測されて

います。 

 

 

 

●人口の推移 

資料：国勢調査 ＊2000 年以前のデータは合併前の旧１市２町の数値を合計しています。 
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（２）財政の状況 

  長引くコロナ禍にあって、市税をはじめとする歳入環境が見通せない中、少子

高齢化に伴う継続的な扶助費※の増加や、公債費負担の本格化によりそれらを含

む義務的経費の増加が避けられず、経常収支比率※の増加が見込まれ、財政の硬 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●人口の将来予測 

資料：国勢調査、丸亀市人口ビジョン（令和２年改訂版） 

2020年 2025年 2030年 2035年 2040年 2045年 2050年 2055年 2060年

丸亀市独自推計 109,513 108,025 106,770 105,541 104,195 102,782 101,388 99,920 98,311

社人研推計 109,513 107,004 104,719 102,093 99,027 95,876 92,743 89,470 85,905

109,513 
108,025 

106,770 
105,541 

104,195 
102,782 

101,388 
99,920 

98,311 

109,513 

107,004 
104,719 

102,093 

99,027 

95,876 

92,743 

89,470 

85,905 

80,000

90,000

100,000

110,000

（人） 

●経常収支比率の推移 

資料：地方財政状況調査、丸亀市中期財政フレーム（令和 3 年９月改訂） 

※扶助費／生活保護や高齢者福祉、児童福祉などの社会保障に要する経費。 

※経常収支比率／地方公共団体の財政構造の弾力性を判断するための指標。人件費、扶助費、公債

費などの経常経費に、地方税、地方交付税を中心とする経常一般財源収入がどの程度充当されて

いるかを表しており、この比率が低いほど投資的経費などに向ける財源に余裕があるといえます。 
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 直化が懸念されています。 

そのような中、今後、ゼロカーボン※などのＳＤＧｓの推進や、行政のデジタ

ル化といった社会的課題への対応が欠かせないものとなっています。また、丸亀

城石垣修復や新市民会館整備など、本市独自の課題への対応も必要であり、今後

も基金を取り崩しての厳しい財政運営が見込まれています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●市債※残高の推移 

●公債費の推移 

資料：丸亀市中期財政フレーム（令和 3 年９月改訂） 

資料：丸亀市中期財政フレーム（令和 3 年９月改訂） 

※ゼロカーボン／二酸化炭素をはじめとする温室効果ガスの「排出量」から、植林や森林管理などによる

「吸収量」を差し引いた合計を実質的にゼロにすること。 

※市債／主に福祉施設や学校、道路の整備などで一時的に多くの費用が必要なときに銀行から借り入

れる長期借入金のこと。世代間負担の公平を図る機能があります。 
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（３）職員の状況 

令和３（2021）年４月１日現在の正規職員数は 978人です。限られた人的資源

を有効に活用するため、事業の見直しを進め、必要な事業への職員配置を行うこ

ととして定員適正化計画を策定し、適正な定員管理に努めています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：丸亀市職員課データ 

●正規職員数の推移 
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（４）市民アンケートの結果 

  ①アンケート調査の概要 

   ○調査の方法 

    ・対象：16歳以上の市民（住民基本台帳より無作為抽出） 

    ・方法：郵送配布、郵送及びＷｅｂ回収 

    ・時期：令和３年５月 28日～６月 14日   ・配布数：3,000 票 

   ○調査の結果 

    ・回収数（率）：1,377票（45.9％） うちＷｅｂ回答 231票（16.8％） 

 

②アンケート結果 

問１：行政サービス水準と経費負担に関する考え（ア～エについて） 
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問２：デジタル化についての考え 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問３：民間活力の活用についての考え 
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４．第五次行政改革プランの基本事項 

（１）行政改革の方針 

  労働力人口と財政的な制約がある中で、山積する社会的課題や本市独自の課

題に対応していくためには、ＩＣＴ※やデジタル技術を活用するなど、業務改善

による行政運営の効率化を進め、市民サービスの向上につなげていかなければ

なりません。 

  また、多様な人材や団体、企業などと協働することにより、行政サービスをさ

らに効率的・効果的に提供することが可能となります。   

  そこで、第五次行政改革プランの取組方針を次のとおりとします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）３つの分野からの行政改革の推進 

  第五次行政改革プランでは、次の３つの分野から行政改革を進めます。 

 

①業務改善による生産性の向上 

    限られた職員数で地域課題の増加や複雑化に対応していくため、市役所

の仕事の仕組みや、やり方を変える業務改善を積み重ねるとともに、職員の

能力向上、職場環境の整備などにより、生産性の向上を図ります。 

 

 

 

 

ＤＸや協働による市民サービスの向上 

《ＤＸ（ディー・エックス）とは》 

    「デジタル・トランスフォーメーション」の略で、情報通信技術のさらな

る活用により、人々の暮らしをあらゆる面でより良い方向に変化させること

をいいます。 

 

※ＩＣＴ（アイ・シー・ティー）／インフォメーション・アンド・コミュニケーション・テクノロジー（ Information and 

Communication Technology）の略。情報通信技術のこと。 



13 

②民間活力の効果的な活用   

    民間の専門的知見との連携や、行政と民間との相乗効果が期待されるこ

とから、民間事業者や市民活動団体などの民間活力を効果的に導入し、共に

まちづくりを進めます。 

 

  ③持続可能な財政基盤の確立 

    将来にわたり、持続可能な市民サービスを提供していくために、健全財政

の監視により、安定した財政基盤の確立に努めます。 

 

 

（３）計画期間 

   計画期間は、「第二次丸亀市総合計画後期基本計画」と合わせ、令和４（2022）

年度から令和７（2025）年度までの４年間とします。 

 

 

（４）進行管理 

   毎年度、進捗状況を取りまとめ、進行管理を行うとともに、計画期間中、必

要に応じて所要の見直しを行うこととします。また、定期的に丸亀市行政改

革推進委員会に報告するとともに、市ホームページなどを通じて、市民に公

表していきます。 
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５．施策体系 

 

行革
方針

分野 項目

① 業務プロセスの総点検

② 基幹系システムの標準化・共通化

③ ＡＩ・ＲＰＡ導入業務の拡大

④ Web会議・ペーパーレス会議の充実・拡大

⑤ 電子決裁・新たな公文書管理システムの導入・推進

⑥ テレワークの導入・推進

⑦ マイナンバーカードの普及促進

⑧ 行政手続のオンライン化

⑨ キャッシュレス決済の導入

⑩ 来庁者の手続の簡素化

⑪ 組織機構の最適化

⑫ 定員管理の適正化

⑬ 多様な人材の確保

⑭ 人材育成基本方針の実践

⑮ 職員提案制度の活用

⑯ 女性職員の活躍推進

(5)働き方改革 ⑰ ワーク・ライフ・バランスの推進

⑱ 協働の基盤となる広聴広報機能の充実

⑲ プレスリリースの積極活用

⑳ オープンデータの推進

㉑ 市民参画の促進

㉒ 民間企業・大学等との連携

㉓ マルタスを拠点とした市民活動の促進

㉔ 地域防災力の強化

㉕ 民間委託等の推進

㉖ 基金の留保と有効活用

㉗ 長期的な市債残高の縮減に向けた市債の発行抑制

㉘ 市税徴収率の向上

㉙ ふるさと納税の推進

㉚ 広告事業の推進

㉛ 未利用財産の有効活用

㉜ 受益者負担の適正化

㉝ 債権管理の適正化

㉞ 公共施設等総合管理計画の実践

㉟ 公共施設の効果的・効率的な管理運営

㊱ 中期経営計画の実践

㊲ 下水道事業の健全化

取組名

(4)人材の確保と

育成

D

X

や

協

働

に

よ

る

市

民

サ

ー

ビ

ス

の

向

上

3.持続可能

な財政基盤

の確立

1.業務改善

による生産

性の向上

2.民間活力

の効果的な

活用

(2)市民・地域と

の連携の推進

(1)業務のデジタ

ル化

(2)窓口改善

(3)組織の最適化

(1)情報の発信と

共有の推進

(1)健全財政の推

進

(2)受益と負担の

公平性の確保

(3)公共施設マネ

ジメントの推進

(4)公営企業等の

健全経営

＊着色している番号の取組は、新規の取組です。 
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６．個別の取組 

1. 業務改善による生産性の向上 

 

（１）業務のデジタル化  

 

 

 

 

 

 

① 業務プロセスの総点検《秘書政策課》 

取組 

内容 

今後の業務改善の可能性（民間委託や、ＡＩ※・ＲＰＡ※の導入など）を見出すための、業

務プロセスの可視化と業務量調査の実施。 

計画 

Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 

・調査要領の作成 

・調査業務の選定 

・調査の実施 

 

 

 

 

・業務改善の実施 

 

【改善件数：10件】 

 

 

 

 

 

【同左：10件】 

 

 

 

 

 

【同左：10件】 

実績     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

限られた労働力を最大限に発揮し、職員の生産性と市民サービスを向上させ

るため、デジタル技術などの活用による業務の改善を進めます。 

※ＡＩ（エー・アイ）／アーティフィシャル・インテリジェンス（Artificial Intelligence）の略。人工知能のことで、

膨大なデータベースをもとに、コンピューターが自ら判断する仕組み。 
※ＲＰＡ（アール・ピー・エー）／ロボティック・プロセス・オートメーション（Robotic Process Automation）の略。パソコン

のソフトウェアロボットによる業務の自動化のこと。 
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② 基幹系システムの標準化・共通化《情報政策課》 

取組 

内容 

全国の自治体に共通する 17 業務の基幹系システム※について、国が作成する標準仕

様書に準拠したシステムへ移行。 

計画 

Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 

・移行計画の策定 

 

・業務フローの検討 

・システムの情報収

集・分析 

・業務フローの検

討・見直し 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・操作研修 

・システム稼働 

【稼働時期：Ｒ8.1】 

実績     

備考 

17業務：①住民基本台帳 ②選挙人名簿管理 ③固定資産税 ④個人住民税  

⑤法人住民税 ⑥軽自動車税 ⑦就学 ⑧国民年金 ⑨国民健康保険  

⑩後期高齢者医療 ⑪介護保険 ⑫障害者福祉 ⑬生活保護 ⑭健康管理 

⑮児童手当 ⑯児童扶養手当 ⑰子ども・子育て支援 

 

 

③ ＡＩ・ＲＰＡ導入業務の拡大《情報政策課》 

取組 

内容 
ＡＩ・ＲＰＡを全庁的に導入。 

計画 

Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 

・導入業務の選定 

・シナリオの作成 

・実証・実装 

 

【導入（累計）：15

業務】 

【削減時間（累計）：

2,700時間】 

 

 

 

 

【同左：20業務】 

 

【同左：3,600時間】 

 

 

 

 

【同左：25業務】 

 

【同左：4,500時間】 

 

 

 

 

【同左：30業務】 

 

【同左：5,400時間】 

実績     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※基幹系システム／一般的に、企業がビジネス実施に不可欠な主要業務を処理するために用いられる

コンピューターシステムのこと。本市としての基幹系システムは、住民登録や税、福祉などの市民サ

ービスの根幹を担う業務システムのこと。 
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➃ Ｗｅｂ会議・ペーパーレス会議の充実・拡大《情報政策課》 

取組 

内容 
Ｗｅｂ会議やペーパーレス会議の導入推進と、ペーパーレス会議の開催方法の充実。 

計画 

Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 

・環境整備 

・Ｗｅｂ会議・ペーパ

ーレス会議導入会

議の検討 

 

・Ｗｅｂ会議・ペーパ

ーレス会議の導入 

 

 

 

 

 

 

実績     

 

 

⑤ 電子決裁・新たな公文書管理システムの導入・推進《庶務課》 

取組 

内容 
紙ベースで行われている決裁事務や公文書管理に電子システムを導入。 

計画 

Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 

・導入準備  ・システムの導入 

 

・電子決裁率の拡

大 

実績     

 

 

⑥ テレワークの導入・推進《情報政策課》 

取組 

内容 
職員が時間や場所を有効に活用しながら働くことのできるテレワークを導入・推進。 

計画 

Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 

・環境整備 

・制度の構築 

・試行導入業務選

定 

 

 

・試行導入・検証 

 

 

・本格導入・検証 

 

 

・導入拡大・検証 

実績     
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（２）窓口改善  
 

 

 

 

 

 

 

⑦ マイナンバーカードの普及促進《市民課》 

取組 

内容 
デジタル社会の基盤となるマイナンバーカードの普及促進。 

計画 

Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 

・申請補助の実施 

・日曜開庁の実施 

・出張申請受付の

実施 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

実績     

 

 

⑧ 行政手続のオンライン化《情報政策課》 

取組 

内容 
行政手続における電子申請導入の拡大。 

計画 

Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 

・電子申請移行業

務の選定 

・電子申請導入 

 

【新規導入：５業務】 

 

 

 

 

【同左：５業務】 

 

 

 

 

【同左：５業務】 

 

 

 

 

【同左：５業務】 

実績     

 

 

 

 

 

 

 

 

  市役所窓口を訪れなくても行政手続ができるよう、行政手続における電子

申請導入を拡大するとともに、来庁者が利用しやすい窓口サービスを提供し

ます。 
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 ⑨ キャッシュレス決済の導入《財政課》 

取組 

内容 
納税や手数料等の支払いに非接触型決済を導入。 

計画 

Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 

・市税に導入 

・手数料に導入 

・指定管理施設へ

の導入協議 

 

 

 

・指定管理施設の

協議・導入 

  

実績     

 

 

⑩ 来庁者の手続の簡素化《秘書政策課》 

取組 

内容 
住民手続に関する各課の連携強化などによる、来庁者の手続の簡素化。 

計画 

Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 

・受付業務の改善 

・申請等手続方法

の検討・実施 

 

 

 

 

  

 

 

【窓口サービスの市

民満足度：Ｒ３年度

より上昇】 

実績     

備考 窓口サービスの市民満足度（Ｒ３年度）：89.6％ 
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（３）組織の最適化  

 

 

 

 

 

 

⑪ 組織機構の最適化《秘書政策課》 

取組 

内容 
社会情勢の変化や行政課題に対応する組織見直しを実施。 

計画 

Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 

・組織の見直し    

実績     

 

 

⑫ 定員管理の適正化《職員課》 

取組 

内容 
「定員適正化計画」に基づく定員管理の実施。 

計画 

Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 

・「第五次定員適正

化計画」の策定 

 

【職員数の上限：

980人（第四次）】 

・定員管理の実施 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

実績     

 

 

 

 

 

 

 

限られた人材を有効活用し、最大の効果をあげるために、効率的で簡素な組

織機構の実現や、職員の適正な定員管理を進めます。 
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（４）人材の確保と育成  
 

 

 

 

 

 

⑬ 多様な人材の確保《職員課》 

取組 

内容 
様々な任用形態による人材の確保。 

計画 

Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 

・職員採用試験の

見直し 

・インターンシップ※

受入拡充 

 

【専門職の採用人

数：採用試験募集

人数】 

 

 

 

 

 

【同左：採用試験募

集人数】 

 

 

 

 

 

【同左：採用試験募

集人数】 

 

 

 

 

 

【同左：採用試験募

集人数】 

実績     

 

 

⑭ 人材育成基本方針の実践《職員課》 

取組 

内容 
「人材育成基本方針」に基づく人材育成。 

計画 

Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 

・職場環境の整備 

・各種研修の受講

促進 

 

【階層別・専門研修

受講率：40．0％】 

 

 

 

 

【同左：40.0％】 

 

 

 

 

【同左：40.0％】 

 

 

 

 

【同左：40.0％】 

実績     

 

 

 

 

 

 

労働力人口が減少する中、幅広い人材の確保に努めるとともに、職員一人ひ

とりの能力の向上に取り組みます。 

※インターンシップ／学生が一定期間、企業等で研修生として働き、自分の将来に関連のある就業体験

を行う制度。 
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⑮ 職員提案制度の活用《秘書政策課》 

取組 

内容 
政策集団たる職員一人ひとりからの提案を募集・活用。 

 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 

計画 

・職員提案の募集 

 

【提案数：10件】 

 

 

【同左：15件】 

 

 

【同左：20件】 

 

 

【同左：25件】 

実績     

 

 

⑯ 女性職員の活躍推進《職員課、人権課》 

取組 

内容 
女性職員の育成及び女性職員が幅広く活躍できる環境の整備。 

計画 

Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 

・研修実施 

・女性職員が講師

を務める研修実施 

 

【女性管理職登用

率：前年度を上回る

率】 

 

 

 

 

【同左：前年度を上

回る率】 

 

 

 

 

【同左：前年度を上

回る率】 

 

 

 

 

【同左：前年度を上

回る率】 

実績     

備考 Ｒ3年度女性管理職登用率（一般事務職）：26.3％ 
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（５）働き方改革  

 

 

 

 

 

 

 

⑰ ワーク・ライフ・バランスの推進《職員課》 

取組 

内容 
業務改善等による時間外勤務の縮減やワーク・ライフ・バランスの実現。 

計画 

Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 

・ ＩＣカードによる出

退勤管理 

・ノー残業デーの実

施 

・男性の育児休業

取得促進 

 

【時間外勤務時間

数：前年度比減】 

【有給休暇取得５日

未満の職員数：前

年比減】 

 

 

 

 

 

 

 

【同左：前年度比

減】 

【同左：前年比減】 

 

 

 

 

 

 

 

【同左：前年度比

減】 

【同左：前年比減】 

 

 

 

 

 

 

 

【同左：前年度比

減】 

【同左：前年比減】 

実績     

備考 （参考）Ｒ元年度時間外勤務時間数：119,834時間 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ＩＣＴを活用した効率的な業務執行などにより長時間労働を是正するとと

もに、職員のワーク・ライフ・バランス※を実現し、職員一人ひとりが意欲的

に働くことができる職場環境づくりを進めます。 

※ワーク・ライフ・バランス ／仕事と生活の調和。性別や年齢に関係なく、労働者の仕事と生活全般のバ

ランスを支援するという考え方。 



 

24 

2. 民間活力の効果的な活用 

 

（１）情報の発信と共有の推進  

 

 

 

 

 

⑱ 協働の基盤となる広聴広報機能の充実《広聴広報課》 

取組 

内容 
既存の情報発信媒体の運用改善と、新たな媒体導入。 

計画 

Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 

・運用改善 

・導入検討 

 

【ホームページアクセ

ス回数：140万回】 

【フェイスブックフォ

ロワー数：3,500人】 

【ユーチューブチャ

ンネル登録者数：

1,500人】 

 

 

 

【同左：155万回】 

 

【同左：3,650人】 

 

【同左：2,000人】 

 

 

 

 

【同左：170万回】 

 

【同左：3,800人】 

 

【同左：2,500人】 

 

 

 

 

【同左：185万回】 

 

【同左：4,000人】 

 

【同左：3,000人】 

 

実績     

 

 

⑲ プレスリリースの積極活用《広聴広報課》 

取組 

内容 
プレスリリース※の活用と、報道機関へのリリース方法の見直し。 

計画 

Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 

・投込方法の改善 

・記者会見の改善 

 

【情報提供回数 ：

420回】 

 

 

 

【同左：460回】 

 

 

 

【同左：500回】 

 

 

 

【同左：540回】 

実績     

 

 

 

協働によるまちづくりの前提として、市民等に必要な情報が届くように情報

発信力を高め、まちづくりに関する市民と行政との情報共有を行います。 

※プレスリリース／報道機関に向けた情報の提供・告知・発表のこと。 
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⑳ オープンデータの推進《情報政策課》 

取組 

内容 
「香川県オープンデータカタログサイト※」での情報発信の充実。 

計画 

Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 

・取組方針の策定 

・公開データの充実 

 

【データセット数（累

計）：10件】 

 

 

 

【同左：20件】 

 

 

 

【同左 30件】 

 

 

 

【同左：40件】  

実績     

 

 

 

（２）市民・地域との連携の推進  

 

 

 

 

 

㉑ 市民参画の促進《秘書政策課》 

取組 

内容 
ＩＣＴなども活用した市民参画手法の改善。 

計画 

Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 

・既存制度の運用

改善 

・新たな参画手法の

検討・導入 

 

【改善・導入件数：１

件】 

 

 

 

 

 

【同左：１件】 

 

 

 

 

 

【同左：１件】 

 

 

 

 

 

【同左：１件】 

実績     

 

 

 

 

 

 

 

 

 市民一人ひとりや、民間事業者、大学、地域コミュニティ、市民活動団体な

ど、多様な主体と連携し、相乗効果を高めながら、まちづくりを進めます。 

※香川県オープンデータカタログサイト／行政機関等が保有する公共データ（個人情報等の公開できない

データを除く。）を、市民や企業などに利活用されやすいように２次利用が可能なルールの下で公開し

ている、香川県が運用するサイト。 
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㉒ 民間企業・大学等との連携《秘書政策課》 

取組 

内容 
専門的な知識や技術、ネットワークを持つ民間企業や大学等と連携した取組を推進。 

計画 

Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 

・新たな協定の締結 

・協定に基づく新た

な取組の実施 

 

【新規締結数：１件】 

【新規取組数：１件】 

 

 

 

 

【同左：１件】 

【同左：１件】 

 

 

 

 

【同左：１件】 

【同左：１件】 

 

 

 

 

【同左：１件】 

【同左：１件】 

実績     

 

 

㉓ マルタスを拠点とした市民活動の促進《生涯学習課》 

取組 

内容 

マルタス※を拠点とした、既存の市民活動団体等への支援や、新たな市民活動団

体等の発掘・育成。 

計画 

Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 

・市民活動支援カ

ウンターの機能充

実 

・団体等の情報発

信の充実 

・運営の検証 

 

【市民活動登録

数：165件】 

【市民活動団体等

が行う事業への参

加者数：2，160人】 

 

 

 

 

 

 

 

【同左：170件】 

 

【同左：2，220人】 

 

 

 

 

 

 

 

【同左：175件】 

 

【同左：2，280人】 

 

 

 

 

 

 

 

【同左：180件】 

 

【同左：2，340人】 

実績     

 

 

 

 

 

 

 

 

 ※マルタス／本市における協働のまちづくりの拠点施設の一つとして、令和３（2021）年３月に開館した丸

亀市市民交流活動センターの愛称。 
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㉔ 地域防災力の強化《危機管理課》 

取組 

内容 
地区防災計画の策定促進。 

計画 

Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 

・策定支援 

 

【策定地区数（累

計）：８地区】 

 

 

【同左：10地区】 

 

 

【同左：12地区】 

 

 

【同左：14地区】 

実績     

 

 

㉕ 民間委託等の推進《秘書政策課》 

取組 

内容 
民間活力の活用として、民間委託等による業務推進の拡充。 

計画 

Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 

・民間委託の可能

性調査、業務選定 

・公民連携手法の

検討 

・ＳＩＢ※の導入検討 

 

【民間委託など検

討事業数：２以上】 

 

 

 

 

 

 

【同左：２以上】 

 

 

 

 

 

 

【同左：２以上】 

 

 

 

 

 

 

【同左：２以上】 

実績     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ※ＳＩＢ（エス・アイ・ビー）／ソーシャル・インパクト・ボンド（Social Impact Bond）の略。資金提供者から調達

する資金をもとに、サービス提供者がサービスを提供し、サービスの成果に応じて行政が資金提供者

に資金を償還する、成果連動型の官民連携による投資の手法の一つ。 
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3. 持続可能な財政基盤の確立 

 

（１）健全財政の推進  

 

 

 

 

㉖ 基金の留保と有効活用《財政課》 

取組 

内容 
財政調整基金※等の留保。 

計画 

Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 

・中期財政フレーム

※による財政監視 

 

【財政調整基金年

度末残高の最低水

準：25億円】 

 

 

 

【同左：25億円】 

 

 

 

【同左：25億円】 

 

 

 

【同左：25億円】 

実績     

 

 

㉗ 長期的な市債残高の縮減に向けた市債の発行抑制《財政課》 

取組 

内容 
交付税措置を伴わない市債の発行抑制。 

計画 

Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 

・市債に関する情報

収集 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【一般会計の市債

残高に占める市負

担率：70％以内】 

実績     

備考 

一般会計の市債残高に占める市負担率（％）： 

（年度末地方債残高－年度末地方債残高に係る基準財政需要額算入）÷年度末地

方債残高×100  （臨時財政対策債を除く） 

 

 

 

 

 

限られた財源の有効活用による財政の健全性を、継続して維持します。 

※財政調整基金／地方公共団体における年度間の財源の不均衡を調整するための基金。 

※中期財政フレーム／まちづくりの中長期的展望の下に計画する施策や構想を着実に推進するため、そ

の基盤となる堅実な財政運営の指針とするもので、経常的な収入と義務的な経費等の比較により、

投資的経費に充てることが可能な財源の経年予測や、公債費、基金を試算し、本市の財政的な

「力量」を推し量る指標を示します。 
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㉘ 市税徴収率の向上《税務課》 

取組 

内容 
市税の納付環境と徴収率の向上。 

計画 

Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 

・キャッシュレス決済

の導入 

・多様な納付チャネ

ルの調査・研究 

 

【市税徴収率： 

97.45％】 

 

 

 

 

 

【同左：97.47％】 

 

 

 

 

 

【同左：97.49％】 

 

 

 

 

 

【同左：97.5％】 

実績     

 

 

㉙ ふるさと納税の推進《広聴広報課》 

取組 

内容 
ふるさと納税の寄附環境の改善と、企業版ふるさと納税のＰＲの充実。 

計画 

Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 

・返礼品の発掘、開

発 

・市外企業へのＰＲ 

 

【ふるさと納税額： 

130,000千円】 

【企業版ふるさと納

税件数：１件】 

 

 

 

 

【同左：133,000 千

円】 

【同左：１件】 

 

 

 

 

 

【同左：136,000 千

円】 

【同左：１件】 

 

 

 

 

 

【同左：140,000 千

円】 

【同左：１件】 

 

実績     
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㉚ 広告事業の推進《庶務課》 

取組 

内容 
既存の広告掲載事業の継続と、新たな広告媒体の発掘。 

計画 

Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 

・既存広告の継続 

・新媒体の検討・広

告掲載 

 

【広告収入：10,000

千円】  

 

 

 

 

【同左：10,000 千

円】  

 

 

 

 

【同左：10,000 千

円】  

 

 

 

 

【同左：10,000 千

円】  

実績     

 

 

㉛ 未利用財産の有効活用《庶務課》 

取組 

内容 
市有財産の貸付継続と新規売却の推進。 

計画 

Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 

・継続的な貸付実

施 

・新規売却の推進 

 

【収入額： 65,000

千円】 

 

 

 

 

【収入額 ： 65,000

千円】 

 

 

 

 

【収入額 ： 65,000

千円】 

 

 

 

 

【収入額 ： 65,000

千円】 

実績     
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（２）受益と負担の公平性の確保  
 

 

 

 

 

㉜ 受益者負担の適正化《財政課》 

取組 

内容 
受益者負担の適正化に向けた使用料の見直し。 

計画 

Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 

・コスト計算方法の

見直し・試算 

・減免の取り扱いの

検討 

 ・使用料の見直し検

討・実施 

 

実績     

 

 

㉝ 債権管理の適正化《財政課》 

取組 

内容 
債権の適正管理と未収金の削減。 

計画 

Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 

・債権管理研修の

実施 

・未収債権の実態

調査 

・裁判所を通じた債

権回収 

 

【重点的取組債権

の収入未済額の圧

縮：前年度末収入

未済額から１％削

減】 

 

 

 

 

 

 

 

【同左：前年度末収

入未済額から１％

削減】 

 

 

 

 

 

 

 

【同左：前年度末収

入未済額から１％

削減】 

 

 

 

 

 

 

 

【同左：前年度末収

入未済額から１％

削減】 

実績     

 

 

 

 

  

 

財源確保にもつながるよう、受益者負担の適正化を進めます。 
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（３）公共施設マネジメントの推進  

 

 

 

 

 

 

 

㉞ 公共施設等総合管理計画の実践《庶務課》 

取組 

内容 
「公共施設等総合管理計画」の進行管理。 

計画 

Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 

・個別施設計画策

定の進捗管理 

・個別施設計画の

総合管理計画への

反映 

   

実績     

 

 

㉟－１ 公共施設の効果的・効率的な管理運営《庶務課》 

取組 

内容 
法定点検や清掃業務など、類似業務の包括的な委託の推進。 

計画 

Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 

・包括業務委託の

検討 

・包括業務委託の

試行 

・包括業務委託の

実施 

 

実績     

 

㉟－２ 公共施設の効果的・効率的な管理運営《幼保運営課》 

取組 

内容 
幼稚園と保育所のこども園化。 

計画 

Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 

・中央保育所と西幼

稚園の統合準備 

・土居保育所と城北

こども園の統合準備 

 

 

 

・中央保育所と西幼

稚園の統合 

 

 

 

・土居保育所と城北

こども園の統合 

実績     

既存の公共施設については、中長期的な視点で予防保全に努め、維持・更新

コストの平準化・抑制を行うとともに、市民サービスの向上につなげるため

に、効果的・効率的な管理運営を行います。 
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（４）公営企業等の健全経営  
 

 

 

 

 

 

㊱ 中期経営計画の実践《ボートレース事業局経営課、営業課》 

取組 

内容 
「中期経営計画」に基づく経営改善。 

計画 

Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 

・「第３次中期経営

計画」の実践 

   

 

【収益率：109％】 

実績     

備考 収益率（％）：営業収益÷営業費用×100 

 

 

㊲ 下水道事業の健全化《下水道課》 

取組 

内容 
農業集落排水処理施設の公共下水道への接続による経営の合理化。 

計画 

Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 

・新使用料の適用 

 

・接続工事実施 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【下水道接続竣工

件数：２地区】 

・使用料改正の検

証 

 

 

【同左：２地区】 

実績     

 

 

 

 

 

 

 

 

公営企業等においては、独立採算を基本に健全経営を目指し、本市の一般財

源からの繰出しを抑制するほか、公営競技での本市財政への貢献を図ります。 
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7．用語解説 

 

 

■あ行 

インターンシップ  

   学生が一定期間、企業等で研修生として働き、自分の将来に関連のある就業体験を

行う制度。 

 

■か行 

香川県オープンデータカタログサイト 

  行政機関等が保有する公共データ（個人情報等の公開できないデータを除く。）を、

市民や企業などに利活用されやすいように２次利用が可能なルールの下で公開して

いる、香川県が運用するサイト。 

 

基幹系システム 

   一般的に、企業がビジネス実施に不可欠な主要業務を処理するために用いられるコ

ンピューターシステムのこと。本市としての基幹系システムは、住民登録や税、福祉

などの市民サービスの根幹を担う業務システムのこと。 

 

経常収支比率  

地方公共団体の財政構造の弾力性を判断するための指標。人件費、扶助費、公債費

などの経常経費に、地方税、地方交付税を中心とする経常一般財源収入がどの程度充

当されているかを表しており、この比率が低いほど投資的経費などに向ける財源に余

裕があるといえます。 

 

公債費 

   地方公共団体が発行した地方債の元金の返済や利子の支払いなどに要する経費。 

 

■さ行 

財政調整基金 

  地方公共団体における年度間の財源の不均衡を調整するための基金。 

 

市債 

   主に福祉施設や学校、道路の整備などで一時的に多くの費用が必要なときに銀行か

ら借り入れる長期借入金のこと。世代間負担の公平を図る機能があります。 

 

指定管理者制度 

   公の施設の管理・運営を、ＮＰＯ法人や民間事業者等に包括的に委任することがで

きる地方自治法の制度。 
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ゼロカーボン 

   二酸化炭素をはじめとする温室効果ガスの「排出量」から、植林や森林管理などに

よる「吸収量」を差し引いた合計を実質的にゼロにすること。 

 

■た行 

中期財政フレーム 

  まちづくりの中長期的展望の下に計画する施策や構想を着実に推進するため、その

基盤となる堅実な財政運営の指針とするもので、経常的な収入と義務的な経費等の比

較により、投資的経費に充てることが可能な財源の経年予測や、公債費、基金を試算

し、本市の財政的な「力量」を推し量る指標を示します。 

 

テレワーク 

   情報通信技術を活用した、場所や時間にとらわれない柔軟な働き方で、在宅勤務、

移動中（先）のモバイルワーク、本社以外に設置するサテライトオフィスなどを含め

た総称。 

 

■は行 

パブリック・コメント 

  公的な機関が条例や計画などを制定しようとするときに、広く公に（＝パブリック）、

意見・情報・改善案など（＝コメント）を求める手続のこと。 

 

扶助費 

   生活保護や高齢者福祉、児童福祉などの社会保障に要する経費。 

 

プレスリリース 

  報道機関に向けた情報の提供・告知・発表のこと。 

 

■ま行 

マルタス 

   本市における協働のまちづくりの拠点施設の一つとして、令和３（2021）年３月に

開館した丸亀市市民交流活動センターの愛称。 

 

■わ行 

ワーク・ライフ・バランス 

   仕事と生活の調和。性別や年齢に関係なく、労働者の仕事と生活全般のバランスを

支援するという考え方。 

 

■アルファベット 

 ＡＩ（エー・アイ） 

   アーティフィシャル・インテリジェンス（Artificial Intelligence）の略。人工
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知能のことで、膨大なデータベースをもとに、コンピューターが自ら判断する仕組み。 

 

ＤＸ（ディー・エックス） 

  情報通信技術のさらなる活用により、人々の暮らしをあらゆる面でより良い方向に

変化させること。英語表記は「Digital Transformation」（デジタル・トランスフォ

ーメーション）ですが、英語圏では「Trans」を「Ｘ」と略すことが一般的な表記の

ため、略称は「ＤＴ」ではなく「ＤＸ」が使われています。 

 

ＩＣＴ（アイ・シー・ティー） 

   インフォメーション・アンド・コミュニケーション・テクノロジー（Information 

and Communication Technology）の略。情報通信技術のこと。 

 

ＲＰＡ（アール・ピー・エー） 

   ロボティック・プロセス・オートメーション（Robotic Process Automation）の略。

パソコンのソフトウェアロボットによる業務の自動化のこと。 

  

ＳＤＧｓ（エス・ディー・ジーズ） 

サステナブル・ディベロップメント・ゴールズ（Sustainable Development Goals）

の略。世界的に直面している環境問題、貧困、人権課題などに対して、誰一人取り残

さない、持続可能な社会を実現していくために、世界中のすべての人々で 2030 年ま

でに達成を目指す国際社会共通の目標。 

 

 ＳＩＢ（エス・アイ・ビー） 

   ソーシャル・インパクト・ボンド（Social Impact Bond）の略。資金提供者から調

達する資金をもとに、サービス提供者がサービスを提供し、サービスの成果に応じて

行政が資金提供者に資金を償還する、成果連動型の官民連携による投資の手法の一つ。 

 

ＳＮＳ（エス・エヌ・エス） 

   ソーシャル・ネットワーキング・サービス（Social Networking Service）の略。

インターネット上で、社会的ネットワークを構築し、人と人とのつながりを促進する

サービスのこと。 

 

ＵＤフォント（ユー・ディー・フォント） 

ユニバーサル・デザインフォント（Universal Design Font）の略。より多くの人が

読みやすく、誤読されにくいよう考慮した書体のこと。   

 

Ｗｅｂ会議（ウェブ会議） 

   インターネットを活用して画像や音声を共有しながら行う会議。 
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8．資料 

 

 

 

３市秘第５７号 

令和３年７月１日 

 

 

諮  問  書 

 

 

丸亀市行政改革推進委員会 

会長  吉澤 康代 様 

 

                      丸亀市長  松永 恭二 

 

 

第五次丸亀市行政改革プラン（案）について（諮問） 

 

 

第五次丸亀市行政改革プラン（案）について貴委員会の意見を求めます。
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答  申  書 

令和４年３月 10日 

丸亀市長  松永 恭二 様 

丸亀市行政改革推進委員会 

会長  吉澤 康代 

 

 

第五次丸亀市行政改革プラン（案）について（答申） 

 

 令和３年７月 1日付け３市秘第 57号により諮問のありました「第五次丸亀市行政改革プ

ラン（案）」について、当委員会において審議を行った結果、概ね妥当であると認め、下記

のとおり答申します。 

 

記 

 

 人口構造の変化や、市民ニーズの多様化、また、激甚化する自然災害の頻発など、かねて

からの変化が顕在化する中、新型コロナウイルス感染症拡大が、市民の生活スタイルや経

済活動などにさらなる変化をもたらしています。 

 このような時代の転換点ともいえる社会状況の変化により、行政にもデジタル化の要請

など、その変化に対応する変革が求められています。 

また、丸亀市は、新庁舎に隣接し、協働の拠点となる市民交流活動センター（愛称：マル

タス）を備え、“まちの顔”ともいえる大手町４街区の再編を進めるなど、新たなまちづく

りの取組をスタートさせています。 

 

そうした中、本プランでは、行政改革全体を貫く方針を「ＤＸや協働による市民サービス

の向上」と定め、「業務改善による生産性の向上」、「民間活力の効果的な活用」、「持続可能

な財政基盤の確立」の３分野から行政改革を進めていくこととしています。 

こうした方針や分野は、まさに丸亀市が置かれている状況を的確に捉えたものであり、

プランの推進に当たっては、この方針に沿った「変化」を示す行政改革であることを望みま

す。また、その過程においては、委員から出された次の意見にも留意するよう求めます。 
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１．業務改善による生産性の向上 

 〇デジタル化への対応に当たっては、市民サービスの向上と業務改善の二つの視点から

積極的に取り組まれることはもとより、デジタル・デバイド（情報格差）対策にも取り

組んでいただきたい。   

 〇様々な変化に対応するための職員の人材育成とともに、専門的分野での社会課題の解

決に向けては、外部人材の活用も取り入れていただきたい。 

    

２．民間活力の効果的な活用 

 〇民間活力の活用については、民間委託だけでなく、市民や地域との協働、大学や企業と

の連携など、様々な形により進めていただきたい。また、市は、まちづくりに関する情

報提供と情報共有に力を入れていただきたい。 

 

３．持続可能な財政基盤の確立 

 〇コロナ禍により先行きが見通せない社会経済環境の中、持続可能な財政運営を堅持し

ていくためにも、基金や公債費の状況を常に監視し、中長期的展望に立つ着実な財政

運営に取り組んでいただきたい。 

 〇公共施設については、効率的な管理運営だけでなく、市民サービス向上の視点も持ち

ながら効果的な活用にも努めていただきたい。 

 

４．その他 

 〇第四次丸亀市行政改革プランから引き継がれなかった取組についても、個別計画など

により着実に推進していただきたい。 

 

丸亀市行政改革推進委員会 

  会 長  吉澤 康代     副会長  眞鍋 宣訓 

  委 員  秋山 千枝     委 員  植谷 澄子 

  〃   小野 賢治      〃   亀井 仁志 

   〃   小亀 修       〃   砂本 健 

  〃   髙畑 安代      〃   玉井 瑞又 

   〃   早馬 倫代      〃   松岡 美佐子 

  〃   山中 雅大 
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〇丸亀市行政改革推進委員会名簿 

               （任期：令和３年７月１日～令和５年６月 30日） 

氏 名 区 分 備 考 

秋山 千枝 学識経験者  

植谷 澄子 学識経験者  

小野 賢治 公共的団体等の構成員  

亀井 仁志 学識経験者  

小亀 修 公募により選任した者  

砂本 健 公共的団体等の構成員  

髙畑 安代 公共的団体等の構成員  

玉井 瑞又 学識経験者  

早馬 倫代 学識経験者  

松岡 美佐子 公共的団体等の構成員  

眞鍋 宣訓 公共的団体等の構成員 副会長 

山中 雅大 学識経験者  

吉澤 康代 学識経験者 会長 

                             敬称略、50音順 

  

 

〇第五次丸亀市行政改革プラン策定の経過 

年月日 内 容 

令和３年５月 28日～６月 14日 市民アンケートの実施 

令和３年５月 24日 市議会全員協議会 

令和３年７月１日 
第１回行政改革推進委員会 

第五次行政改革プラン（案）の諮問 

令和３年 10月６日 第２回行政改革推進委員会 

令和３年 12月 14日 第３回行政改革推進委員会 

令和３年 12月 17日 市議会全員協議会 

令和４年１月４日～２月３日 パブリック・コメント実施 

令和４年２月 18日 第４回行政改革推進委員会 

令和４年３月 10日 第五次行政改革プラン（案）の答申 

令和４年３月 25日 プラン決定 
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